
                                                              

持続可能な交通安全施設の維持管理・更新と  

子供の交通安全対策の強化について 

 

                              【担当省庁】警察庁  
  
交通安全施設の老朽化対策を推進する中、学識経験者等を交えた検討

により取りまとめた「持続可能な交通安全施設整備等の在り方に関する

提言」を踏まえ、将来の人口や自動車交通量の動態を見据えた交通安全

施設の維持管理・更新を実現するための予算を十分に確保していただき

たい。 

 令和元年５月の滋賀県大津市における保育園児の交通事故や令和３

年６月の千葉県八街市における下校中の児童の交通事故など、子供が犠

牲となる事故が続いており、未就学児童の移動経路や小学校の通学路を

対象とした交通安全対策を引き続き実施するとともに、生活道路におけ

る信号機、標識・標示の整備を進め、子供の交通安全対策を更に強化す

るための予算を十分に確保していただきたい。 
 
【現状・課題等】 

■交通安全施設の維持管理・更新 

 ▶ 令和６年 12月末現在、京都府内の信号制御機 3,317基のうち、1,262基（約 38.0％）

が耐用年数である 19年を超過、信号柱についても、12,007本のうち、4,531本（約

37.7％）が耐用年数である 30年を超過している。 

また、大型標識柱についても、2,779本のうち、2,501本（約 90.0％）が耐用

年数の 30年を超過している。 

▶ 京都府内の信号灯器については、電球又はＬＥＤ灯器の併用で運用しているが、

電球灯器は、令和 10年３月末で販売終了となる。令和６年 12月末現在、信号灯

器 42,362灯のうち、13,344灯が電球灯器（約 31.5％）であるため、ＬＥＤ灯器

への更新（令和７年度約 3,000灯）の更なる加速が必要である。 

 ▶ 信号機等の交通安全施設の維持管理・更新については、将来の人口や自動車交通 

量の動態を見据え、更新と合わせて設置場所の見直しによる総数管理を行うこと 

で、持続可能な交通安全施設の整備を進めることが必要である。 

■子供の交通安全対策      

▶ 平成 24年に発生した京都府亀岡市で発生した事故後、通学路等を対象とした点

検活動を継続実施しており、令和６年 12月末までに、10,558件の対策を実施し

た。 

▶ 子供の交通安全の更なる確保に向け、引き続き通学路等の点検活動により判明し

た危険箇所への対策を継続し、通学路を含めた生活道路の交通安全施設の整備を

進めることが必要である。 
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【国の事業等】 

■交通安全施設等整備事業〔警察庁〕 164億円 

 

■通学路等における交通安全の確保及び飲酒運転の根絶に係る交通安全緊急対策（令

和３年８月４日関係閣僚会議決定） 

 ▶ 子供の安全な通行を確保するための道路交通環境の整備の推進 

  ○歩道の設置・拡充、歩行者と自動車・自転車の利用空間の分離、ガードレー 

   ル等の防護柵などの交通安全施設等の整備、無電柱化、踏切対策など、子供 

   の視点に立った交通安全対策を推進 

  ○信号機の歩車分離化、信号灯器のＬＥＤ化、横断歩道の設置・更新、路側帯 

   の設置・拡幅、標識の高度化等を行うなど、子供の安全な通行空間を確保す 

   るための交通安全施設等の整備 

  ○ゾーン 30を始めとする低速度規制を的確に実施するとともに、効果的なハン 

   プ等の物理的デバイスの設置を進め、通学路等における速度抑制・通過交通 

   の進入抑止対策を推進 

    〇スクールゾーンを設定するほか、登下校時間帯に限った車両通行止めを始め 

   とする各種交通規制を的確に実施するとともに、当該規制の実効性を確保す 

   るための登下校時間帯に重点を置いた、交通事故抑止に資する交通指導取締 

   りを推進 

 

【京都府の取組】 

■持続可能な交通安全施設の維持管理・更新に向けた取組 

 ▶ 令和元年７月に設立した「持続可能な交通安全施設整備等の在り方に関する研究

会」において令和３年１月に取りまとめられた「提言」では、人口減少等を踏ま

えた、持続可能な交通安全施設整備の在り方について「信号機等の総数管理」、

「信号機に頼らない交通安全対策」等が示され、これからの交通安全施設整備計

画に反映することとしている。 

 

■子供・高齢者にやさしい道路交通環境の整備に向けた取組 

▶ 通学路及び高齢者の生活道路に重点を指向し、ゾーン 30に物理的デバイスを加

えたゾーン 30プラスの拡充による歩行者等の安全運行を確保するほか、可搬式

速度自動取締装置による車両速度抑制対策を推進することとしている。 

 

■交通安全施設整備 2,122百万円 

  ▶ 幹線道路、生活道路、通学路等特に交通の安全を確保する必要がある道路につい

て、総合的な計画の下に整備事業を実施することにより、交通の安全と円滑を図

るとともに交通公害の少ない道路交通環境の確立を図る。  


